
Ⅰ．令和年度一般会計決算の概要 

１．令和６年度決算の特徴 

令和６年度の一般会計の決算は、歳入 3,636,053 千円、歳出 3,267,575 千円で、前年度と   

比較すると歳入、歳出とも増となった。翌年度へ繰り越すべき財源は 83,504 千円となり、実質

収支は 284,974 千円となった。 

歳入は、地方税及び分担金及び負担金、使用料等が減となったものの、地方譲与税をはじめ

地方交付税、地方債、繰入金が増となっている。歳出は、物件費や災害復旧事業費が減となっ

ているものの、人件費や扶助費、補助費、普通建設事業費が増となった。 

指標をみると、経常収支比率は 85.2％となり、前年度と比較し 7.0％増加している。歳入に

占める地方交付税の割合は 42.1％で依然として高く、本村の財政運営は依存財源によるところ

が大きい。 

 

表１ 決算収支の状況                        (単位：千円・％) 

区分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出   

差引額 

翌年度へ繰り

越すべき財源 
実質収支 

令和６年度 3,636,053 3,267,575 368,478 83,504 284,974 

令和５年度 3,261,852 2,936,261 325,591 123,488 202,103 

増減率 11.5 11.3 13.2 △ 32.4 41.0 

 

表２ 決算規模の推移                       （単位：千円・％） 

区分 

歳入 歳出 

決算額 
対前年比   

増減率 
決算額 

対前年比   

増減率 

平成 27 年度 2,781,075 0.1 2,652,874 △ 0.8 

平成 28 年度 2,614,856 △ 6.0 2,508,895 △ 5.4 

平成 29 年度 2,954,671 13.0 2,853,075 13.7 

平成 30 年度 2,955,382 0.0 2,812,949 △ 1.4 

平成 31 年度 2,937,522 △ 0.6 2,766,023 △ 1.7 

令和 2 年度 4,096,570 39.5 3,627,480 31.1 

令和 3 年度 3,489,001 △ 14.8 3,222,618 △ 11.2 

令和 4 年度 2,955,794 △ 15.3 2,560,348 △ 20.6 

令和 5 年度 3,261,852 10.4 2,936,261 14.7 

令和 6 年度 3,636,053 11.5 3,267,575 11.3 

 

表３ 主な財政指標                            （単位：％） 

区分 実質収支比率 経常収支比率 自主財源比率 公債費負担比率 

令和６年度 19.7 85.2 35.0 10.3 

令和５年度 14.2 78.2 27.2 11.1 

増減 5.5 7.0 7.8 △ 0.8 

※ 経常収支比率は経常一般財源等に臨時財政対策債を加えて算定した率である。 



 

２．歳入の状況 

 令和６年度の歳入総額は、3,636,053 千円(対前年度比 374,201 千円、11.5%増)となった。 

 主な要因として、地方税が 128,526 千円（同△5,127 千円、3.8％減）、国庫支出金が 230,783

千円（同△112,631 千円、32.8％減）、県支出金が 264,248 千円（同△66,767 千円、20.2％減）

となったものの地方交付税は 1,529,322 千円（同 13,541 千円、0.9％増）地方譲与税が 81,016

千円（同 15,184 千円、23.1％増）繰入金 564,813 千円（同 327,970 千円、38.5％増）となって

いる。 

地方債は福祉住宅整備事業や宮之瀬定住住宅整備事業などにより 218,646 千円（同 131,244

千円、50.2％増）となっている。 

 歳入に占める自主財源比率は 35.0％(同 1.6％増)、経常一般財源等は 1,457,591 千円 (同

3.9％減)となった。  

 

表４ 歳入構成 

 

表５ 歳入構成比の推移 

 



 

 

 

表６ 歳入の状況                            (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 



表７ 経常一般財源等及び自主財源構成割合の推移 

 

 

①  村 税  

村税の決算額は 128,526 千円(対前年度比△5,127 千円、3.8％減)となった。主な要因は、 

法人税割 2,488 千円（同△1,824 千円、42.3%減）等による。なお、村税徴収率は 99％を超

えている。 

表８ 村税の収入状況                     （単位：千円・％） 

 



 

②  地方交付税 

 地方交付税は、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準で自主的にその行うべき事務を遂行す

ることができるよう一定の基準により国が交付するものである。令和６年度交付額は

1,529,322 千円（対前年度比 13,541 千円、0.9％増）で、普通交付税は、1,203,391 千円（同

7,434 千円、0.6%増）、特別交付税は、325,931 千円（同 6,107 千円、1.9％増)となっている。 

臨時財政対策債発行額は 2,446 千円（同△2,756 千円、52.9％減)となった。臨時財政対策債

については、その元利償還金相当額を後年度基準財政需要額に算入することとなっている。 

 

表９ 地方交付税の推移 

 

③  国庫支出金 

 国庫支出金の決算額は 230,783 千円 (対前年度比△112,631 千円、32.8％減)となった。 

内訳は、災害復旧事業費支出金 124,175 千円、障害者自立支援給付費負担金 28,312 千円、物

価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 20,757 千円等となっている。 

 

④  県支出金 

 県支出金の決算額は、264,248 千円(対前年度比△66,767 千円、20.2％減)となった。 

 内訳は、災害復旧費補助金 145,047 千円、普通建設事業費支出金 38,001 千円、障害者自立支

援給付費等負担金 12,709 千円等となっている。 

 

⑤  村 債 

令和６年度中に発行した村債は、218,646 千円（対前年度比 131,244 千円、50.2％増）とな

った。 

過疎対策事業債 200,600 千円は、明許繰越事業の福祉住宅整備事業 44,000 千円、地方創生道

整備推進交付金事業 5,200千円等のほか、現年分の宮之瀬定住促進住宅整備事業 135,000千円、

山のみち地域づくり交付金事業 5,500 千円等に充当している。 

また、災害復旧事業債 3,600 千円は、繰越事業分を含む林業用施設等災害復旧事業に 2,100

千円、繰越事業を含む公共土木施設災害復旧事業に 1,500 千円発行している。 

 

 

 

 



表 10 村債の発行額及び年度末現在高の推移 

 

⑥  その他の収入 

 

ア 地方譲与税 

  地方譲与税の決算額は、81,016 千円(対前年度比 15,184 千円、23.1％増)となった。 

  内訳は、森林環境譲与税 54,995 千円（同 15,317 千円、2.8％増）、自動車重量譲与税 19,613

千円（同△27 千円、0.1%減）、地方揮発油譲与税 6,408 千円（同△106 千円、1.6％減）とな

っている。 

 

イ 各種交付金 

  各種交付金の決算額は、33,526 千円（対前年度比 1,192 千円、3.7％増）となった。 

  内訳として、地方消費税交付金 27,620 千円（同 118 千円、0.4%増）、法人事業税交付金 2,366

千円（同 336 千円、16.6%増）等となっている。地方消費税交付金 27,620 千円については、

社会保障財源分として 10,266 千円が含まれており、福祉事業（民生費 509,834 千円）へ充当

している。 

 

ウ 地方特例交付金 

  地方特例交付金の決算額は、定額減税による減収補てん特例交付金 4,254 千円(対前年度比

3,978 千円、1,441%増)となっている。 

 

エ 分担金及び負担金 

  分担金及び負担金の決算額は、4,131 千円(対前年度比△376 千円、8.3％減)となった。 

内訳は、ホイホイ便事業分担金 3,664 千円、高齢者養護施設入所費負担金 338 千円等とな

っている。 

 

オ 使用料及び手数料 

  使用料及び手数料の決算額は、39,630 千円(対前年度比△2,222 千円、5.3％減)となった。 

内訳は、村営住宅使用料 30,523 千円、村営バス使用料 3,384 千円、光ケーブル施設使用料

2,551 千円等である。 

 



カ 繰越金 

  繰越金の決算額は、325,591 千円 （対前年度比△69,855 千円、17.7％減）となった。 

内訳は、純繰越金が 202,103 千円、令和６度繰越事業に充当すべき財源となるものが

123,488 千円となっている。 

 

キ 繰入金 

  繰入金の決算額は、564,813 千円(対前年度比 327,970 千円、138.5％増)となった。 

  内訳は、財政調整基金繰入金 324,793 千円、森林環境譲与税繰入金 45,747 千円、地域福祉

基金繰入金 31,000 千円、双子キャンプ場整備基金繰入金 144,752 千円、特別会計繰入金

17,521 千円となっている。また、高額療養費支払基金を廃止し 1,000 千円の基金繰入を行っ

ている。 

 

ク 寄附金 

  寄附金の決算額は、12,120 千円（対前年度比 4,014 千円、49.5％増）となった。 

  内訳は、ふるさと納税寄附金 11,720 千円、地方創生応援税制寄附金（企業版ふるさと納税）

400 千円となっている。 

 

ケ その他(財産収入・諸収入) 

  その他の収入の決算額は、財産収入が 79,682 千円(対前年度比 61,318 千円、333.9％増)、

諸収入が 119,765 千円(同 72,738 千円、154.7％増)となっている。 

   

表 11 積立基金の年度末現在高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．歳出の状況 

令和６年度の歳出総額は、3,267,575 千円(対前年度比 331,314 千円、11.3%増)となった。 

性質別の歳出では、義務的経費の人件費が 539,693 千円（同 22,772 千円、4.4%増）、公債費

が 251,305 千円（同 20,260 千円、8.8％増）となっている。 

 

表 12 性質別歳出の構成割合 

 

投資的経費は 1,129,626 千円（同 411,021 千円、57.2％増）で、主な事業は、宮之瀬定住促

進住宅整備事業 185,662 千円、カリコボーズの宿リニューアル事業 182,305 千円、福祉住宅整

備事業 81,257 千円、公有林整備事業 67,506 千円、林業総合センター整備事業 46,998 千円等。 

その他経費においては、補助費等が令和 6 年度から公営企業会計となった簡易水道事業への

運営補助金 84,082千円、森林環境譲与税基金事業 33,518千円、かりこぼーず商品券事業 10,184

千円等により 443,200 千円（同 109,614 千円、32.9%増）となった。積立金は財政調整基金積立

金 101,058千円、ふるさと納税基金積立金 5,578千円等により 106,670千円（同△94,665千円、

47.0%減）となっている。 

 

表 13 性質的経費の構成比率の推移 

 
 

 

 

 

 



表 14 歳出の状況（目的別・性質別）                （単位：千円・％） 

 

 

 

 

 

 



表 15 目的別歳出の構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  議 会 費 

 議会費の決算額は、50,284 千円(対前年度比 128 千円、0.3％増)となった。 

 主な内容は、議員報酬 20,748 千円、町村議会議員共済会負担金 5,746 千円等である。 

 

表 16 議会費の性質別歳出の状況と推移              （単位：千円・％） 

 

 

 

 

 



②  総 務 費 

 総務費の決算額は、639,536 千円(対前年度比△9,148 千円、1.4%減)となった。 

補助費等は第３セクター支援事業米良の庄運営補助金 20,000 千円、広域的バス路線運行費補

助金 19,327 千円、村有施設の建物災害保険料 2,808 千円等となっている。 

 物件費は、総合行政システムに係る改修委託料 28,220 千円、システム利用料 9,768 千円、村

内放送・情報網設備に係る保守委託 14,564 千円、修繕費 7,696 千円等である。 

積立金は、財政調整基金積立金 101,058 千円等である。 

 

表 17 総務費の性質別歳出の状況と推移               （単位：千円・％） 

 

 

 
 

 



③ 民 生 費 

 民生費の決算額は、509,834 千円（対前年度 79,505 千円、18.5％増）となった。増額の主な

要因は、福祉住宅整備事業 80,163 千円を含む普通建設事業費 81,257 千円（同 63.7％増）。 

 扶助費は、障害福祉サービス費等（総合支援法関連）51,101 千円、高校等進学支援事業 8,280

千円、児童手当 19,205 千円等により 112,914 千円（19.8％増）となっている。 

繰出金は、国民健康保険事業勘定会計 29,270 千円(同 4,653 千円、19.1％増)、介護保険事業

勘定会計 34,311 千円(同△90 千円、0.3%減)、後期高齢者医療事業会計 9,918 千円(同△658 千

円、6.2％減)等となっている。 

 

表 18 民生費の性質別歳出の状況と推移              （単位：千円・％） 
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④ 衛 生 費 

 衛生費の決算額は、290,115 千円（対前年度比△10,927 千円、3.6％減)となった。 

 物件費は、し尿前処理施設修繕料 9,952 千円、廃棄物運搬委託料 7,938 千円等による。補助

費は、令和 6 年度から法適用の公営企業となった簡易水道繰出金を補助金として 84,082 千円、

エコクリーンプラザみやざき運営負担金 8,191 千円、西都児湯クリーンセンター運営負担金

6,758 千円、合併処理浄化槽維持管理補助金 4,234 千円等となっている。 

繰出金は、診療所運営費として 112,466 千円(同△6,180 千円、5.2%減)となった。 

 

 

表 19  衛生費の性質別歳出の状況と推移              （単位：千円・％） 

 

 

 



 ⑤農林水産業費 

 農林水産業費の決算額は、587,673 千円(対前年度比 194,310 千円、49.4％増)となった。 

物件費は、繰越事業分の公有林整備事業 8,088 千円、林業総合センター整備事業 3,696 千

円のほか、西米良温泉館管理運営事業 15,710 千円、森林経営意向調査委託事業 9,847 千円、

おがわ作小屋村と城址公園管理事業 7,370 千円等となっている。 

  補助費は、森林環境譲与税基金事業 33,518 千円、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業補助

金 7,760 千円、有害鳥獣対策協議会補助金 5,434 千円等となっている。 

普通建設事業費は、カリコボーズの宿リニューアル事業 138,873 千円、公有林保育作業委

託 67,506 千円、繰越事業の林業総合センター整備事業 45,747 千円等となっている。 

  

 

表 20 農林水産業費の性質別歳出の状況と推移            （単位：千円・％） 

 

 

 

 



⑦ 商 工 費 

 商工費の決算額は、105,105 千円(対前年度比 5,150 千円、5.2%増)となった。主な要因は、

普通建設事業費のスポーツ施設等整備事業 46,998 千円となっている。 

 補助費は、観光協会運営補助金 11,351 千円、起業等促進事業補助金 4,000 千円等、物件費は、

西米良村 PR 事業 10,396 千円、登山道管理事業 1,868 千円等となっている。 

 

表 21 商工費の性質別歳出の状況と推移               （単位：千円・％） 

 



⑧  土 木 費 

 土木費の決算額は、324,576 千円（対前年度比 190,349 千円、141.8％増)となった。 

 人件費は、決算統計上において支出区分変更をしている。 

普通建設事業費は、繰越事業を含む村道単独維持工事 11,955 千円、電源立地地域対策交付金

事業 8,947 千円、宮之瀬定住促進住宅整備事業を含む公営住宅建築工事に 185,662 千円等とな

っている。 

補助費は、令和 6 年度から法適用の公営企業となった下水道事業繰出金 29,147 千円を含んで

いる。 

 

表 22 土木費の性質別歳出の状況と推移 

 

 

 

 

 

 

 



消 防 費 

消防費の決算額は、27,814 千円（対前年度比△3,830 千円、12.1％減）となった。 

 物件費は、防災無線保守委託料 3,334 千円、総合防災情報配信システム等使用手数料 1,016

千円等となっている。 

補助費等は、消防団員退職報償等負担金 2,973 千円、操法大会出場交付金 1,000 千円、消防

団運営交付金 939 千円等となっている。 

 

 

表 23 消防費の性質別歳出の状況と推移 

 

 

 



⑨  教 育 費 

 教育費の決算額は、148,242 千円(対前年度比 5,800 千円、4.1％増)となった。 

 物件費は、児童生徒用パソコン機器リース料 7,524 千円、外国語指導助手派遣業務手数料

4,990 千円、文化財保存・保護事業 6,281 千円等となっている。 

 補助費は、児童生徒学校給食費助成 5,128 千円、自治公民館育成事業 3,466 千円、小学校修

学旅行補助金 1,480 千円等となっている。 

 

 

表 24 教育費の性質別歳出の状況と推移 

 

 

 



⑩  その他の歳出 

ア 災害復旧費 

  災害復旧費の決算額は、328,915 千円（対前年度比△142,604 千円、30.2％減)となった。 

  農業用施設災害復旧工事は、耕地等災害測量設計委託 3,367 千円、過年度分耕地災害復旧

工事 1,458 千円等によるもの。林業用施設災害復旧工事は林道上米良・大平線、林道長谷・

児原線等の災害復旧工事等によるもの。公共土木施設災害復旧費は、過年補助災害復旧工事

15,257 千円、繰越事業の過年補助災害復旧工事 109,610 千円、単独災害復旧工事 10,695 千

円等によるもの。 

  

表 25 災害復旧費の状況 

 

イ 公債費 

  公債費の決算額は、251,305 千円（対前年度比 20,260 千円、8.8％増)となった。 

  過疎対策事業債元利償還額 125,900 千円（同 21.1％増）、臨時財政対策債元利償還額 78,425

千円（同 10.9％減）、災害復旧事業債元利償還額 17,670 千円（同 9.6％減）等となっている。 

表 26 公債費の状況 

 
   



 

表 27 村債現在高の状況 

 

 

ウ 諸支出金 

 諸支出金の決算額 4,176 千円（対前年度比 2,321 千円、125.1％増）は、土地取得費 3,500

千円等となっている。 

  

表 28 諸支出金の状況 

 

  



 

 

４．主な財政指標の状況 

①  経常収支比率 

 財政構造の弾力性を示す一般的な指標として用いられる経常収支比率は、85.2％(対前年度比

7.0％増)となった。前年度を上回った要因として、分母のうち臨時財政対策債 2,446 千円（同

53.0％減）となったものの、譲与税や地方交付税が増額となっており、全体として 20,475 千円

（同 1.4％）増額となっている。また、分子の経常経費充当一般財源は、人件費や一般財源充

当による物件費、公債費の増により 118,434 千円（同 10.5％）増額となっている。 

 

表 29 経常収支比率の推移                        単位％ 

 

 

②  公債費比率等 

令和６年度の公債費比率は 4.0%（対前年度比 0.8％増）となった。公債費比率については、

地方債の元利償還金に充てられた一般財源が標準財政規模に対しどの程度の割合を占めるかを

表し、公債費負担の程度を示す指標として用いられる。通常、財政構造の健全性がおびやかさ

れないためには、10％を超えないことが望ましいとされている。 



令和６年度の実質公債費比率は 7.2%（同 0.1%増）となった。実質公債費比率については、平

成 18 年 4 月に地方債制度が「許可制度」から「協議制度」に移行したことに伴い導入された財

政指標であり、公債費に対する財政負担の程度を示すものである。公営企業（特別会計を含む）

の公債費に対する一般会計繰出金、一部事務組合の公債費に対する負担金、債務負担行為に基

づく支出のうち公債費に準ずるもの等の公債費類似経費が算入されている。本指標については、

25%を超えると財政健全化計画を、35％を超えると財政再生計画を作成しなければならず、地方

債の発行が制限されるものとなっている。 

 

令和６年度の公債費負担比率は 10.3％（同 0.8％減）となった。公債費負担比率については、

充当された一般財源が、歳出総額に充当された一般財源に対し、どの程度の割合を占めるかを

表す比率である。 

 

表 30 公債費比率等の推移 

 

 

今後も、自主財源の確保や経常的な歳出の削減等に取り組みながら、より一層の財政の

健全化を図るとともに、適時有利な起債等を活用しながら各種施策が持続できる財政運営

を進めていく。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 令和６年度主要施策の概要 
 

 
 

 

 


